
大規模災害時における物資の安定供給調査の結果概要について

１ 目的

大規模災害が発生した場合に備え、発災後３日目までの初動期において、物資
を効率的に避難所に供給できるよう、備蓄場所や備蓄数量等を調査する。
（委託先：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社）

２ 調査結果（課題）

（１）現物備蓄量に対応するためのスペースが不足

（２）既存の備蓄場所は専用施設ではないため、効率的な搬入・搬出が困難

（３）民間倉庫の活用には限界があり、新たな拠点整備が必要

（４）広域物資輸送拠点は、いずれも県有施設ではなく、発災後すぐに使用できな

い状況が想定される（新たな拠点には広域物資輸送拠点としての機能が必要）
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（１）現物備蓄量に対応するためのスペースが不足

３ 調査結果内容

宮崎県の備蓄に関する基本的な考え方

• 大規模災害においては、国からの支援は４日目以降

• 発災後三日間は、県内の物資で対応

• 三日間のうち、県・市町村・県民それぞれで一日分ずつ備蓄する
ことを基本（宮崎県備蓄指針、宮崎県備蓄計画）

• 現状、備蓄物資を県内８箇所に分散して保管
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宮崎県の南海トラフ巨大地震被害想定

人的被害（死者数）約１．５万人

避難所避難者数 約１９．６万人

令和元年

人的被害（死者数）約３．５万人

避難所避難者数 約２３．７万人

平成２５年

車中泊避難者 約７．３万人 を加味

物資供給対象者が約２６．９万人に増加（＋約３．２万人）

在庫管理システムの進展や食品ロスを減らす取組等により、流通倉庫内の在庫
を可能な限り少なくすることが一般的

流通備蓄

当初計画からの流通備蓄推計量の減少（現物備蓄量の増）

今回調査結果
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県で確保すべき備蓄数量（各上段が調査結果に基づく新たな数量）

※備蓄目標、流通備蓄の（ ）の数値は、平成２９年に策定した備蓄計画の数量
現物備蓄の（ ）の数値は、令和４年３月末時点の備蓄数量 4



宮崎県備蓄物資保管場所（県内８箇所）

物資数量でみた割合では、県庁防災庁舎、元県立都農高校、小林市八幡原市民
総合センターで約９０％を占める。なお、元県立都農高校は、活用のために都
農町が取得しており、数年後には備蓄物資を移動させる必要がある。

・現物備蓄量の増加（供給対象者増・流通備蓄減）
・備蓄物資の移動（元県立都農高校）

物資保管スペースの不足
5

数量から算出し
た保管割合と
主な保管物資

携帯・簡易トイレ（244,000枚）
不織布マスク（240,000枚）など

携帯・簡易トイレ（244,000枚）
毛布（19,800枚）など

携帯・簡易トイレ（122,000枚）
毛布（23,300枚）など

台所用品（78,000個）など

（２）既存の備蓄場所は専用施設ではないため、効率的な搬入・搬出
が困難

（元県立都農高校への物資搬入時）
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• 県内の民間物流センターの多くが、「保管型」ではなく「配送
型」であり、大量の備蓄物資の長期保管を民間倉庫に求めるに
は限界

※「保管型」：在庫を保管・管理し、受注内容に合わせて出荷する。
「配送型」：荷物の格納・保管は基本的に行わず、入荷した荷物を仕分け作業し、

次の納入先へ出荷する。（入荷＝即出荷）

（３）民間倉庫の活用には限界があり、新たな拠点整備が必要

• 県内には民間倉庫が少なく、空き率も低い（国土交通省「倉庫統計季報」）
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① 都城トラック団地協同組合（都城市）【民間施設】

② ＪＡ高千穂家畜市場（高千穂町）【民間施設】

③ 九州西濃運輸(株)宮崎支店（宮崎市）【民間施設】

④ ＪＡ宮崎経済連椎茸流通センター（日向市）【民間施設】

⑤ 南郷くろしおドーム（日南市）【日南市施設】

※広域物資輸送拠点：都道府県が、国等から供給される物資を受け入れ、市町村が設置する地域
内輸送拠点や避難所に物資を送り出すために設置する物資拠点

（４）広域物資輸送拠点は、いずれも県有施設ではなく、発災後すぐに使用できな
い状況が想定される（新たな拠点には広域物資輸送拠点としての機能が必要）

広域物資輸送拠点
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広域物資輸送拠点
・JA高千穂家畜市場

・JA宮崎経済連椎茸
流通センター

・西濃運輸(株)宮崎支店
・都城トラック団地
協同組合

・南郷くろしおドーム
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４ 課題への対応（案）

• 備蓄物資は、被災地に近い場所に分散配置し、速やかに配布でき
ることが理想

• 既存の備蓄場所を補完的に活用しつつ、災害のリスクが少なく、
道路アクセスに優れ、県全域をカバーできるなどの立地条件を満
たす場所に１箇所の大規模な物資拠点を整備

• そのためには複数箇所で施設を確保する必要が生じるが、新たに
用地・施設を確保することは困難
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各市町村を起点にした場合の避難者への物流利便性

（備考）グーグルマップの時間距離計測機能を用い、県内の全市役所および全町村役場間の自動車による時間距離
を計測。市役所および町村役場を基点として県内全避難者へ物資を１回輸送するとした場合に必要となる時間の総
量を算出した。 11

南海トラフ巨大地震被害想定（避難者数）

（約10人）

（0）

（約10人）

（約40人）

（約50人）
（約270人）

（約20人）

（約9,200人）

（約2,100人）

（約3,000人）
（約750人）（約1,000人）

（約1,100人）

（約100人）

（約880人）

（約4,900人）
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（約66,000人）

（約13,000人）

（約37,000人）

（約3,200人）

（約5,900人）

（約12,000人）
（約73,000人）

（約122,000人）

（約16,000人）

（約1,400人）

延岡西臼杵
（約66,020人）

日向入郷
（約50,360人）

西都児湯
（約122,520人）

宮崎東諸県
（約125,750人）

西諸
（約2,200人）

都城北諸県
（約5,780人）

日南串間
（約17,400人）

（市町村別） （圏域別）


